
仕様書

１ 件名

平成２６年度食料生産地域再生のための先端技術展開事業における研究課題の

進行管理調査等に係る業務委託事業

２ 事業の目的

「食料生産地域再生のための先端技術展開事業」（以下「先端技術展開事業」

という。）は、東日本大震災により被災した地域の復興を加速し、同地域を新た

な食料生産地域として再生することを目的として、産学官に蓄積されている多数

の農林水産分野の先端技術を組合せ・最適化するための大規模な実証研究を行っ

ている。

先端技術展開事業は、「東日本大震災からの復興の基本方針」（平成２３年７

月２９日東日本大震災復興対策本部決定）や被災地域の復興計画等を踏まえて推

進しており、毎年度の研究実施計画の決定に際し、復興の基本方針や被災県等の

復興計画等に留意することや、研究成果を被災地域の関係者や国民各層に分かり

やすく説明することなどが先端技術展開事業の実施要領に規定されており、被災

地域への速やかな研究成果の普及が求められている。

このような状況を踏まえ、先端技術展開事業を運営するため、技術的な専門知

識を有する外部専門家が、研究の進捗状況を把握・分析調査し、必要に応じた助

言・指導等を行い、研究課題ごとに効率的・効果的に進行管理調査等業務を外部

委託により実施する。

３ 事業の内容

先端技術展開事業における研究課題の進行管理調査等に係る業務委託事業とし

て、平成２６年度に実施する研究課題（４８研究課題）について、研究の進捗状

況を把握・分析調査し、必要に応じた助言・指導等を行うため、総括プログラム

オフィサー（農林水産技術会議事務局に所属し、各研究課題の進行管理を行う者

で農林水産技術会議事務局長が指名した者。以下「総括ＰＯ」という。）をサポ

ートする専門プログラムオフィサー（以下「専門ＰＯ」という。）を選定・配置

するとともに、研究課題の進行管理調査等を効果的・効率的な手法及び実施体制

をもって行う。

［具体的な実施事項］

（１）専門ＰＯの配置（想定２０名）

専門ＰＯについて、平成２６年度の実施研究課題の研究分野[※１]を踏まえ、

研究課題の研究の進捗状況の把握分析等、総括ＰＯによる進行管理を支援する

にふさわしい研究経歴等を有する者[※２]を調査の上、候補者として選定し、

委託者の承認を得た上で受託者の非常勤契約社員等[※３]として配置する。ま

た、配置する専門ＰＯが研究機関等に所属する場合は、所属研究機関との調整

を行った上で、研究課題ごとに配置するものとする。なお、原則、平成２５年

度に配置した専門ＰＯは引き続き配置することを基本とし、専門ＰＯの氏名、

所属等の情報は、６で閲覧できる。

※１ 現在、実施している「食料生産地域再生のための先端技術展開事業」

の研究課題等の各種情報（研究実施機関、研究代表者等）は、本事業の

ホームページに掲載している平成２５年度研究課題一覧を御覧くださ

い。



本事業のホームページ：

http://www.s.affrc.go.jp/docs/sentan_gijyutu.htm

※２ 進行管理対象となる先端技術展開事業の研究課題を実施している大

学、研究型独法、公設試験場、民間企業、団体（公益法人等）などの

研究担当者ではないこと。さらに、以下の条件になるべく複数当ては

まる者を選定すること。

・自ら研究を実施した経験と相当の研究実績を有する者

・研究管理の経験を有する者

※３ 雇用契約を結び非常勤契約社員として雇用することを原則とするが、

請負契約等により配置することも可。

（２）専門ＰＯの業務

専門ＰＯは、担当研究課題について責任をもって通年、研究動向等の調査及

び進行管理調査等を行い、委託者、先端技術展開事業の研究課題を実施してい

る研究代表者と連携を図りながら以下の業務を行う。

① 研究動向等の分析調査・情報収集・提供

担当する研究課題に係る研究動向等の調査及び情報収集等を行い、総括Ｐ

Ｏや研究実施機関に対して必要に応じた情報を提供する。

・ 各研究課題の研究全体計画及び毎年度決定する研究実施計画書の研究

目標や研究内容等に基づき、本委託費で受託した者が提案した手法によ

る研究動向等（研究の進捗状況及び研究課題に関連する情報）の把握・

分析調査と必要に応じた現地調査（最低年４回）の実施

・ 研究進捗状況等について把握・分析調査した結果は、毎月取りまとめ、

翌月１５日までに総括ＰＯに報告する。

② 研究実施機関への助言・指導等

・ 各研究課題について、総括ＰＯからの指示に基づく対応

・ 岩手県・宮城県・福島県の農業・農村型実証研究及び岩手県・宮城県

の漁業・漁村型実証研究に係る運営委員会（研究実施計画書案の策定等

を行うために、農林水産省が５つの委員会を年２回開催予定）、各研究

課題の研究推進会議（先端技術展開事業の研究課題を実施している研究

機関が開催）及び打合せ等（最低年３回）への出席及び研究実施機関へ

の助言・指導

・ 各研究課題について、運営委員会からの改善方針及び助言等に基づく

研究実施計画の改善点の指導及び見直しの確認

・ 各研究課題の研究実績報告書等の査読及び所見の作成

・ 研究実施機関が行う研究成果の取扱い及び公表等に関する助言・指導

③ その他

総括ＰＯをはじめとする委託者側の担当者との連絡調整

（３）専門ＰＯの活動に係る人件費・旅費等

① 専門ＰＯが活動することにより生ずる人件費等について、受託者側の給与

規程等に基づき支払う。

② 専門ＰＯが活動することにより生ずる旅費について、受託者側の旅費規程

等に基づき支払う。

③ その他、専門ＰＯが活動することにより生じる諸経費について、専門ＰＯ

が負担することがないよう、その実費等を支払う。

（４）専門ＰＯの活動環境

① 場所の確保



専門ＰＯが、必要に応じ会議及び打合せ等ができるようにする。

② 事務機器の利用

専門ＰＯが、受託者の複写機等事務機器を利用できるようにする。

③ その他の環境整備

専門ＰＯが効率的・効果的に業務を推進できるように、インターネット等

の環境を整える。

（５）専門ＰＯの管理

総括ＰＯと専門ＰＯとの円滑な連絡調整及び専門ＰＯの業務管理を行うた

め、受託者側に「専門ＰＯ管理者」を置く。

４ 事業の実施期間

委託契約締結の日から平成２７年３月２７日（金）までとする。

５ 調査結果の報告

実施結果について、取りまとめた報告書 １部

６ 平成２５年度の調査報告書等の閲覧

入札希望者から申出があれば、本事業に係る平成２５年度の調査報告書等を参

考資料として閲覧できるものとする。

（１）閲覧場所 農林水産省農林水産技術会議事務局研究推進課

（本館６階ドアNo.６７３）

（２）閲覧期間 入札公告期間中の午前１０時～午後５時

（ただし、行政機関の休日を除く。）

７ その他

（１）入札参加者は、本仕様書のほか、「食料生産地域再生のための先端技術展開

事業」委託事業実施要領、「食料生産地域再生のための先端技術展開事業」に

係る委託事業評価実施要領及び平成２５年度まで実施した食料生産地域再生の

ための先端技術展開事業公募要領を熟知のうえ、入札する。

（２）本事業の実施に当たって、受託者自ら一元的に管理・運営するとともに、必

要に応じて再委託も可能とする。なお、再委託の際に、委託事業の全部を一括

して第三者に委託することは禁止する。また、再々委託は行わない。

（３）再委託は、委託費の限度額に占める再委託金額の割合が、原則として５０パ

ーセント以内となるようにする。

（４）受託者は、業務の進行状況等を報告するほか、農林水産省担当者の求めに応

じて報告を行い、適切な委託費の執行に努める。

（５）事業の目的を達成するために、農林水産省担当者は、業務状況・進行状況に

関して必要な指示を行えるものとし、受託者はこの指示に従う。

（６）受託者は、業務により知り得た個人情報及び研究データ等について、本事業

以外の目的で使用し、又は第三者に漏洩してはならず、善良なる管理者の注意

をもって取り扱う義務を負う。また、業務で発生する全ての著作権を農林水産

省に譲渡する。

（７）事業の目的を達成するために、本仕様書に明示されていない事項で必要な業

務等が生じたとき、又は業務の内容を変更する必要が生じたときは、農林水産

省担当者と協議の上、対応する。


